
資料１９－５

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の基礎
的電気通信役務に係る効率化のための具体的方策並びに基礎的
電気通信役務支援機関の平成２２年度事業計画について

○報告の概要等

（別添資料）
・平成22年度における基礎的電気通信役務に係る設備利用部門の費用の効率化の計画について（写）

（東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社）

・平成22年度事業計画等認可申請書（写）
（基礎的電気通信役務支援機関）
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情報通信審議会答申（H18.11.21）における要望事項等 １

経営効率化の推進 （情報通信審議会 ☞ ＮＴＴ東西、行政）

○ ＮＴＴ東西が交付金を受けるに際し、一層の効率化を行い赤字の

縮小に努めるため、以下を要望。

ＮＴＴ東西は、交付金の算定の前提としている、設備利用部門

の費用の経営効率化率（７％）の達成度合い（実績）を総務省に

報告すること。

総務省は、上記の経営効率化について、十分な検証を行うこと

が必要であり、そのための方策を講ずるとともに、当該検証結果

については、審議会に対し報告等を行うこと。

◆ 平成１８年１１月２１日、情報通信審議会において、ユニバーサルサービス制度に係る交付金の交付等の認可の際、

ＮＴＴ東西に対する経営効率化について要望。

これを受け、総務省は、ＮＴＴ東西等に対し行政指導を実施。

情報通信審議会からの要望（Ｈ１８.１１.２１）

基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化の推進

（総務省☞ ＮＴＴ東西）

今回の交付金の算定は、貴社において、設備利用部門の費用に

ついて約７％の経営効率化を行うことを前提としている。このため、

貴社が基礎的電気通信役務の提供において当該効率化を達成する

ことが重要。

ＮＴＴ東西は、交付金の算定に用いた経営効率化率（７％）の達成

度合い（実績）を総務省に報告すること。

毎年度の事業計画の認可申請の際に、基礎的電気通信役務に

係る効率化のための具体的方策について報告すること。

基礎的電気通信役務の提供に関し講ずべき措置について
（Ｈ１８.１１.２２）



ＮＴＴ東西の基礎的電気通信役務の提供に係る設備利用部門の費用の効率化の推進① ２

○ 料金業務の拠点集約

ＮＴＴ東西の主な効率化計画

人員数の削減

業務の集約
ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞによる効率化

その他

① 平成22年度もＮＴＴ東西ともに、設備利用部門の費用について、７％の効率化を継続 （東：▲102億円、西：▲84億円）

② 人員のスリム化（東： 4.3万人(H21年度) → 4.1万人(H22年度) 西： 4.6万人(H21年度) → 4.3万人(H22年度)）

③ 各種業務の集約・アウトソーシングによる効率化の実施

○ 社宅等、不動産売却による保有コストの削減

○ ＠ビリングの利用増による料金請求コストの抑制 等

報告のポイント

■ ＮＴＴ東日本

【H20実績】 【H21推計】 【H22計画】

4.6万人 4.3万人 4.1万人

対前年 （▲ 0.3万人） （▲ 0.2万人）

［※上記の人員数には、アウトソーシング会社等の人員を含む。］

■ ＮＴＴ西日本

【H20実績】 【H21推計】 【H22計画】

4.9万人 4.6万人 4.3万人

対前年 （▲ 0.3万人） （▲ 0.3万人）

○ １１６業務の拠点集約

○社宅等、不動産売却による保有コストの削減

○ Myビリングの利用増による料金請求コストの抑制 等

［※上記の人員数には、アウトソーシング会社等の人員を含む。］



【参考】 効率化のための具体策 ３

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

人員のスリム化

業務の集約

［ ※１ ： 年度末に退職・再雇用する人員を含む。 ※２ ： Ｈ２１年度末及びＨ２２年度末については推計値。 ］

施策の内容

１１６業務

・ ２２拠点を２０拠点に集約するとともに、アウト
ソーシングによる効率化を実施。

・ 平成２１年５月末に完了。

※実施はH21年度であるが、H22年度は見直し効果が
通年となる。

0.6万人

Ｈ２０年度末

4.6万人 4.3万人
（▲0.3万人） 4.1万人

（▲0.2万人）

NTT東日本
本体

0.6万人 0.6万人

ＯＳ会社等
4.0万人 3.7万人 3.5万人

Ｈ２１年度末 Ｈ２２年度末

0.6万人

Ｈ２０年度末

4.9万人 4.6万人
（▲0.3万人） 4.3万人

（▲0.3万人）

NTT西日本
本体

0.6万人 0.6万人

ＯＳ会社等

4.3万人 4.0万人 3.7万人

Ｈ２１年度末 Ｈ２２年度末

施策の内容

料金業務

・ 料金問合せ業務の５４拠点を５２拠点に集約。

・ 平成２１年７月に完了。

※実施はH21年度であるが、H22年度は見直し効果が
通年となる。



ＮＴＴ東西の基礎的電気通信役務の提供に係る設備利用部門の費用の効率化の推進② ４

効率化額
▲１０２億円

ＮＴＴ東日本

Ｈ２０年度実績 Ｈ２１年度見込 Ｈ２２年度計画

基礎的電気通信役務に係る
設備利用部門の費用

１，５７１億円 １，４６１億円 １，３５８億円

効率化率 ▲７％ ▲７％

効率化額
▲８４億円

Ｈ２０年度実績 Ｈ２１年度見込 Ｈ２２年度計画

基礎的電気通信役務に係る
設備利用部門の費用

１，２８８億円 １，１９８億円 １，１１４億円

効率化率 ▲７％ ▲７％

ＮＴＴ西日本



基礎的電気通信役務支援機関の平成２２年度事業計画・収支予算の認可 ５

① 支援業務費は約69百万円 （約70百万円（平成21年度） ）
・平成21年度予算に比べ、周知広報費を効率化（約 31百万円（平成21年度） → 約 30百万円（平成22年度））。
・なお、交付金交付・負担金徴収業務を行うことから、全体の収支予算は約163億円となっている。

② 効率的かつ多面的な周知広報の実施
・平成22年度算定の番号単価は平成21年度（８円/月・番号）と同程度になると予想されることから、周知広報費の効率化を図ることにより支出額を抑制。
・平成21年度の実績を踏まえつつ、制度のより一層の浸透を図るため、新たに消費者団体との意見交換会を計画するなど、多面的な周知広報を実施。

③ 予備費の計上
・これまでの予算作成過程を踏まえ、費目ごとのスリム化の徹底を図るとともに、不測の事態に備え、予備費を前年度と同額の３百万円計上。

事業計画・収支予算のポイント

平成２２年度予算額 平成２１年度予算額

収入 １６，２５５，６４９ １５，３８１，２３１

負担金収入 １６，１８６，０４２ １５，３１０，７０２

借入金返済引当資産取崩収入 ２５８ ２１５

借入金収入 ６０，８４９ ６３，８１４

前期繰越収支差額 ８，５００ ６，５００

支出 １６，２５５，６４９ １５，３８１，２３１

交付金支出 １６，１２２，４８６ １５，２４５，６０６

支援業務費 ６９，３４９ ７０，３１４

（再掲） 周知広報費支出 ２９，８２５ ３０，７６５

（再掲） 予備費支出 ３，０００ ３，０００

借入金返済支出 ６３，８１４ ６５，３１１

【平成２２年度収支予算】 （単位：千円）



【参考】 平成２２年度支援業務費の詳細 〔主な費用の昨年度決算額（概算）との比較〕

区分 平成22年度予算額
平成21年度決算額

（概算）
平成21年度予算額 前年度決算(概算) に対する増減等の説明

人件費 ２４,４５３千円 ２４,０５２千円 ２４, １３９千円
前年度決算比 ＋４０１千円

（室員の定期昇給に伴う給料手当＋299千円 他）

物件費等 １２,０７１千円 １０,５４０千円 １２, ４１０千円
前年度決算比 ＋１，５３１千円

（旅費交通費▲61千円、支払利息費＋914千円 他）

（再掲）

諸謝金
３,５１２千円 ３,５１１千円 ３,５１２千円

前年度決算比 ＋１千円

○平成２２年度予算額の内訳

・企業倒産、未納対策顧問弁護士 1,008千円 (± 0千円)

・監査関係費用等 1,945千円 (± 0千円)

・支援業務諮問委員会委員謝金 217千円 (± 0千円)

・会計経理事務一部委託 342千円 (＋ 1千円)

周知費用 ２９,８２５千円 ２６,４９７千円 ３０,７６５千円

前年度決算比 ＋３,３２８千円

○平成２２年度予算額の内訳

・新聞広告 16,705千円 (＋3,074千円）
- 昨年度と同様に１１月下旬を目途に「半２」サイズにて１回実施。

・パンフレット作成費 600千円 (＋ 436千円）
- 昨年度と同様に２万部作成し、各種団体・電気通信事業者等に配布。

・ホームページ更新、保守管理 250千円 (▲ 29千円）

・コールセンター 9,920千円 (＋ 437千円) 
- 番号単価改定値がほぼ横ばい傾向と予測されることから、現行体制を維持。

・インターネット広告 2,000千円 (＋ 530千円）
- 昨年度と同様に１２月を目途に１回実施。

・地方説明・見学会 290千円 (▲1,181千円）
- 説明用ＤＶＤ改訂を見送り。

・消費者団体との意見交換会 60千円 (＋ 60千円） [新規]
- 関係団体と共同で消費者団体との意見交換会を実施。

予備費 ３,０００千円 ２８３千円 ３,０００千円
前年度決算比 ＋２,７１７千円 【不測の事態に備えるため、平成２０年度から計上】

※平成２１年度は「認可申請等の業務委託」費用として283千円を支出

支援業務費総額 ６９,３４９千円 ６１,３７２千円 ７０,３１４千円

６



「ユニバーサルサービス」に関する問い合わせについて 平成２２年２月末時点

１ ユーザからの問い合わせ状況等

平成19年度 平成20年度
平成21年度

4月～9月 10月 11月 12月 1月 2月 10月～2月

総務省等 773 525 215 27 16 23 30 35 131

支援機関※１ 672 449 194 26 15 21 27 32 121

総務省※２ 101 76 21 1 1 2 3 3 10

事業者※３ 63,407 28,368 10,871 2,292 2,352 2,335 2,304 1,727 11,010

合 計 64,180 28,893 11,301 2,319 2,368 2,358 2,334 1,762 11,141

２ ユーザからの主な問い合わせ内容

○ ユニバーサルサービス制度の概要について（ユニバーサルサービスの範囲、ユニバーサルサービス制度の必要性や仕組み 等）

○ 「ユニバーサルサービス料」の設定・徴収について（負担金をユーザーに転嫁している電話会社の説明が不十分 等）

○ ＮＴＴ東西の経営状況について（黒字なのになぜ補てんが必要か 等） 等

（参考） ユニバーサルサービス制度に関するポータルサイトのアクセス数

平成19年度 平成20年度
平成21年度

4月～9月 10月 11月 12月 1月 2月 4月～9月

支援機関 159,185 148,672 49,139 8,093 7,346 11,262 10,662 7,426 44,789

総務省 76,404 72,846 20,641 3,816 3,545 3,639 5,211 5,597 21,808

（※1：平成18年9月16日設置 ※2：地方支分部局分を含む ※3：ＮＴＴ東西、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイルの主要６社の合計値。）

（単位：件）

（単位：回）

７
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